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Ⅱ　「地下水都市くまもと」の水環境・水循環の保全
１　白川中流域水田を活用した地下水かん養事業 195

２　阿蘇郡西原村の国有林を活用した水源かん養林の整備 195

３　水道水をおいしいと感じる市民の割合 195

４　直結給水率 195

５　下水処理水の再利用 196

６　汚水処理率 196

７　合流式下水道改善率 196

８　高度処理人口普及率 196

Ⅲ　環境負荷低減策の推進
１　エネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 197

２　配水量１ｍ
3
あたり二酸化炭素排出量 197

３　処理人口１人あたり温室効果ガス排出量 197

４　水道施設における自然エネルギー発電量 197

５　汚泥の有効利用 198
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Ⅰ　はじめに

１　熊本市の都市像

２　日本一の地下水都市

３　上下水道局の役割

熊本市の位置

日本一の地下水都市

国連“生命の水”

　熊本市の水道事業は、大正13年（1924年）の給水開始以来約90年にわたり、安全で低廉な水道水の安定供給に努
めてきました。一方、下水道事業は、昭和23年（1948年）に戦災復興事業の一環として着手して以来約70年にわた
り、生活環境の向上や都市型水害の防止に取り組んできました。各々の道を歩んできた水道事業と下水道事業です
が、人口増の鈍化、施設の老朽化と更新需要の増加、耐震化などの災害対策（危機管理）、細やかなお客さまニーズ
への対応、水循環型社会における一体的な取組の必要性など近年様々な課題への対応が求められています。
　そこで、平成21年度に組織を統合し、上下水道局として新たなスタートを切りました。上下水道事業一体となった効
率的な運営のもと、地下水の採取に始まり、安全でおいしい水を安定的に、しかも廉価にお届けするとともに、お使い
いただいた水を再度きれいにして地球に戻すことにより、「日本一の地下水都市・熊本」の良好な水循環社会の形成
を担ってまいります。

　熊本市は、古くから｢水の都｣ともよばれるように、水環境に恵まれた都市です。
　なかでも、良質で清れつな地下水は、社会活動のうえで種々の用途に利用され
ており、 人口50万人以上の都市で、上水道用水の全てを地下水で賄っていると
ころは、全国でも例がありません。また、水前寺、江津湖、八景水谷など、人に潤
いとやすらぎをあたえる水辺環境も豊かです。
　しかし、都市圏の拡大とともに生活水準の向上や産業経済の進展に伴い、水環
境への影響が懸念されます。熊本市では、市民の共通財産である地下水を将来
にわたって守っていくため、昭和51年に｢地下水保全都市宣言｣を決議し、昭和
52年に「熊本市地下水保全条例」を制定しました。以後、地下水流動機構の解
明、白川中流域の転作田を活用した地下水かん養、水源かん養林の整備、雨水
浸透の取組、節水市民運動の展開、水文化の保存・継承、地下水質の保全対策
など様々な地下水保全の取組を行ってきました。
　こうして、平成20年には、熊本市の地下水の質・量の素晴らしさと、その保全に
向けた取組が評価され、第10回日本水大賞グランプリを受賞しました。また、平成
25年3月には熊本市及び熊本地域の地下水保全の取組が優れた水管理の事例
として、日本からは初めて国連「生命の水」最優秀賞を受賞しました。

　熊本市は九州のほぼ中央、阿蘇連山と有明海の間に広がる熊本平野に位置
し、水や緑など豊かな自然と先人達の築き上げた旧城下町としての歴史的文化
的遺産と風土を合わせ持つ地方中枢都市として着実な発展を遂げてきました。飛
鳥時代に託麻の三宅郡（今の出水地方）に肥後の国府「託麻府」が設けられ、こ
れを中心に集落が形作られ大きくなったのが始まりです。
　本市は古くから城下町として栄えてきましたが、その体制が整えられたのは加藤
清正公の頃からです。清正公は、寺院や商家などを国府のある二本木方面から
移転させ、城下町の経営に着手しました。それから明治に至るまでは200有余年
間にわたって、肥後熊本の政治を細川氏が行い九州における有数の城下町とし
て栄えました。
　明治に入っても本市は、九州における政治、軍事の中心として各種の官庁が置
かれるなど大いに賑わいを見せていました。しかし、明治9年に神風連の乱、明治
10年には西南の役と相次ぐ戦禍にみまわれ、特に西南の役では全市街が焦土と
化しました。その後に復興が始められ、明治22年には市町村制が施行、それまで
の「熊本区」は「熊本市」と改められました。大正10年に周辺11ヶ町村との合併に
より本市の基礎が固められ、九州における政治、経済、教育の中心地として発展
を続けました。昭和20年には戦災により、全市街地の3分の1の面積にあたる中心
部の約363haが焼失しましたが、戦後めざましい復興をとげました。また、昭和28、
32年の大水害も克服し、市民の不断の努力によって今日の隆盛をみることが出来
ています。
　市制施行当時、人口4万2千余人、面積5.55km²あった城下町ですが、数次にわ
たる周辺町村との合併や近代的都市機能の集積によって着実な発展を続け、今
日では人口約74万人を擁し、九州中央に位置する拠点都市として近隣市町村と
共に100万人規模の広域都市圏を形成するに至っています。
　また、平成23年3月には九州新幹線が全線開業を迎えました。その開業効果を
最大限に生かし魅力と活力あふれる熊本を実現するため、市民の求める多様な
ニーズに対応できる都市機能の充実に努め、九州中央における拠点性のさらな
る向上に向け、平成24年4月1日に政令指定都市に移行しました。

Ⅳ　お客さまを真ん中にした事業運営
991数者学見設施道水下上　１

991数者加参等座講前出　２

991数覧閲ジーペムーホ　３

002数者答回トーケンア　４

002況状成作の等トッレフンパ　５

Ⅴ　検針・水道料金・下水道使用料
１　検針状況 201

102況状納収積累金料道水　２

102況状納収積累料用使道水下　３

102数件定調別法方納収金料道水　４

202遷変の定改金料道水　５

902金料の宅住同共　６

７　量水器 210

（1）年度別設置数

（2）購入状況

（3）量水器出入庫管理状況

（4）量水器改良工事施工状況

212遷変の定改料用使道水下　８

Ⅵ　組織・機構（令和2年3月31日現在）
１　機構図 215

２　事務分掌 216

912置配び及数員職　３

022成構員職別数年続勤　４

022成構員職別齢年　５

（参考資料）令和2年度の組織・機構（令和2年4月1日現在）
１　機構図 221

２　事務分掌 222

522置配び及数員職　３

622成構員職別数年続勤　４

622成構員職別齢年　５

第５章　工業用水道事業統計

Ⅰ　工業用水道事業統計
722要概の業事道水用業工　１

722出届の業事道水用業工　２

３　業務指標 228

４　工事 228

５　料金 228

６　財務統計 228

（1）予算決算対照表

（2）損益計算書

（3）貸借対照表

（4）キャッシュフロー計算書
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